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論集第8号（1992年）

　　　　　　　ソヴェート国家の利権政策

一 『ソ連邦政府「レーナ・ゴールドフィールズ」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　英会社利権協定』（1）についで一

小 野 堅

　　　KoH夏eccuo｝｛Ha涯　RomaTuKa　CoBeTcK（）ro　rocyAapc？Ba

　　　OKoHlleccPtoNNoM．aoroBope叩aBMTenbcTBa　CCCP

caH撒厳K照06田eCTBO瓢“．］leHa　ronbA（1｝KaSAC灘聡Te双”

KaTac｝i　OH（）

　　B3TO鍛craTbe　pa（脳aTP瓶BaeTC分K㈱双ecc猛o照麟颪◎r◎BOP，　KoTO悶益6蹴3aK脚qe駁

Me）K双y　CoBeTcK擁擁　HpaBKTeJ正bcTBoM　M　aHrJm益cK班M　o6斑ecTB（｝M　“」1e｝至a　roJ互bノミφ翼Jib双c

Z【xMgTeノ叉野　B　1925　ro五y，　Kor双a　無a獲aJlc只　TpeT班勇　3TaH　Hc’lrop　Hva　Ko猛鼠ecc溢　8　CCCP．

（r歪paBHTenb（γrB◎　CCCP　6y双eT　HMe登oBaTbc飛　“r茎paBHTenscTBe”，　a　O6職ec・rBo　“」至eHa

ro涯b坤泌b双c　J夏剛照eバー“」茎eHa”．）

　　丑㈱80P　paccMaTpliBaeTcfi　B　enenyromHx　ac轟eKTax：1）（＞6’tseKTM　Ko瓢e㏄照，

2）npaBa　J1e｝｛b峯，　3）06兎3a｝蓋｝x＞cτ獄　」1e｝｛球：　　◎6∬3aTeJ！bHb茎e　擁p◎rPa照磁b茎　擁po瓶3Bo双cTBa，

06fi3aτe諏b撒e　3a？paT疑，　双o澱e閲e　（汀脇c涯e盟月　B　nonも3y　rocy，aapcTBa　3a

Rpe，llauBnfieMy｝o　Ko｝繊ecc擁K），4）Bb誕Ky擁，5）TpeTe薩cK獄燕cy丑H痘po畷．

　　Bpe3yJlbTaTe　paccMo？pe董｛H分双oroBopa　c双eJla｝玉u　eneAyro職裏｛e　8b翼Bo双獄。

　　B（田ep服x，　KO畷ecc瑚渥e鰍叢a叩a環e琵a　B㏄疑o畷OM獺　9K㎝澱yaTa玖脚擁

pa3BHTHe　　ropHo勇　　fi韮）oMb夏HL荘e｝田（xr　rM　　B　　刀e冠cKo－B縦丁嫉McK◎猛　　roP｝玉oM　　oKpyre，　　B

CbicepTcKoM　願　PeB双㍊琵cKo瓢　rop｝至b｛x　oKpyrax　韮腹a　yPa護e　羅　B　3MelifforopcKonvr　琵

3biPAH◎BCKOM　pa煎㈱aX　Ha　A蕩Tae．

　　B（｝－BToP類x，蹄双aHHoe！くo畷ecc獄◎HHoe双e淑o　H四BπeKaeTc只照o㏄pa猛H蘭Kan獄T瓠

（cpe双㏄Ba）亘HoBe舳a窟Tex躍Ka，　Koτopble　Aofi》K緻（｝6eenegmaaTb　BamaH◎Bnemae　H

双a肪疑e舳ee　pa3BvaTHe　疑apo朋◎r◎　xo3分鳶（rrBa　CCCP．　311ro　noπτ8ep》K双aeTc分
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ソヴェート螢家の利権政策

06fi3aTeJ韮bHxma双澗分、月【e｝玉b夏羅por韮）aMMa賊黙060pyノ夏oB鉦｛藤只n難P◎盟3BoノミcTBa．

　B－TpeTbux，　Ko｝取eccn経　刀e謎b蓬auaBnfieT　Ka（コE）Hap◎All◎ro　xo3E蕗（reBa　B　㎝（rceMe

roc6vaノミ｝KeTa，　n◎α｛oJ！bKy　Jle董｛a　◎6513yer（M　y鷺」！aqP　BaTb　r至pa8疑Te澱》cTBy　onPeAeJ三eHH◎e

丑㎝eBoe　αrq鍼（コ三e蓬｛E【e　羅　pa3翌b星e　Ha．noru，　猛　B　cBαo　ogpe双b　pa6◎t｛9e　H　exy｝Ka斑猟e　B

Ko撒eccHo疏繊x　llpeAnpzzmfix鰯e三〇mpaB囲a　co遡aAbHoe　06ecfieueliHe　eo　cτopo撒

cOBeTCKor◎r（xcyAaPCTBa・

　　B－ueTBdPTNx，！】o　xc　reue｝燃級cpoKa　Ko斑ミeccxoHHble　llpe双fipBfiTufi刀eHLI　Hepe双a双yT

HpaBMTenhc［1）BY　　6e3Bo3擁e3ノ脚o，　　H　　HPi｛　onPe双eJ！eNHblx　　y（コ1oBlifix　　nPaBmenberBo

◎cTaBnAeT　3a　　co60鼓　諏paBo　BblKyfixTb　　Bce　蕪Pe双羅p｝！fiTlis｛　」至eHb匿，　　穰To　o3HaeqaeT，

KOH双ecc擁只HP騒Ha双涯e）KvaT　K　KaTerOP｝｛u　rOCKan｝！TaJ！H3Ma．

　　B－fiasbix，　｝玉ecMoTpH　Ha　To，　qT◎Ko｝｛双ecc騒o難｝｛◎e　澱e渥o澄◎双K◎冠丁茎）oAeM　IocyAa茎xy£8a，

1｛O　　K◎】窪Σ【eCC疑OH】ihlM　　】窪pe双nPK窪τ班分殖　　廻peノ叉（Xご£a8」葦filQT　　茎）a3H疑e　　ra茎）a】3TMva　K　　AbrOTN，　　B

腿舅poK◎M　cMbIene双e鋼oKpaT｝玉級ecK躍e．　XapaKTep｝玉◎，囎o　J夏e茸e　pa3ρe斑aeTc発9NemaHfiA

T◎Pr◎Bns｛，　Tor丑a蓋《aK　B　cTpaHe　C◎BeTa　n㏄澱e双oBaTe澱b｝｛o双ep｝K避Tc5董M◎Hon◎nHfi　B三）To貢

oC；nacrva．

　　B－H玉ecT競x，　B　K◎HlleccH◎H｝io益　BomaTKKe　o6pa照aeTcfi　8a｝K｝董oe　B｝lvaMaffHe　Ha

yKpenfieHMe　　諏K）双cK擁x　　pecypco8　　双護只　　pa3BxTHfl　　3K◎｝｛o瓢鳳K冠：　　　B　　丑or◎Bope

KpeAycMoTpeHo　ofipeAexeHHoe◎6ec駁e畷e綴e羅fiec［reRe懸Ge　yBen｝P｛emxe　Ko灘隈e（聡a

coBeTcK騒x　rPa）K蒸a魏cpeム腿KBama（Pm双MP◎BaH｝ヌ正》韮x萎）a6σ｛猛x．

　　｝至aKo｝至e耳，1〈oH取eccliff　J玉e｝lbi　Bo冠」Σo職aeT　狐P賑熱疑斑三b亙，　yKa3aliHble　B丑eKpeTe　C翼K

“ 06登恥e3K◎H◎MHr｛ecKxe烈IoP騒五四ecK騒e　ycJlo8｝簸K◎K取eccMPt”，BAoroBope．

　本稿は、1925年11月1媚、ソ連邦政厨（代表フェーリクス・エードモソドヴィチ・ジェルジー

ソスキイ）とレーナ・ゴールドフィールズ赴（代表フレデリック・ウイリヤム・デーヴィス・グ

ウイソ）間で締結された、全95条（パラグラーフ）からなる利権協定についての検討である。

　利権政策は、1◎月革命後、ソヴェート国家が、国民経済復興のため提議し、実行した施策のひ

とつである。革命と圏内戦・外国軍事干渉のもとで疲弊した国民経済復興の手段として、利権梶

供による外国資本の導入と最新の外国技術の入手を霞的とした園家施策であった。かつて、筆者

は、利権政策のもつ複合的意義について（レーニソの利権政策の考察という形で）、論じたこと

がある（2）。そこでの結論部分は次のようである。

　　rレーニソの利権政策は、溝造的後進性をもつソヴェート・ロシアの国民経済が戦争によって

崩壌したなかから、復興し、資本主義包囲下でソヴェート国家を維持して行くための、きわめて

現実的施策の一形態であった。経済的には、外国資本の導入利用により、国内の自然的富を開発

一主要産業部門において一し、それにより、若千なりとも生産物を獲得し、労働者、農民の状態
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奮窪集第8号　（1992年）

の改善に資すると同時に、外国からの薪しい技術の導入による自国のその後の経済発展への寄与

を計らんとするものである。そして、この経済的意味以上に利権政策に大きな政治的意味をレー

ユソは求めていた。すなわち、ソヴェー5・ロシアへの利権導入策は、帝国主義の侵攻を防御す

る手段であり、さらには、プロレタリア国家の利権策に被抑圧民族解放の思想をも盛り込もうと

している。そして、この利権を国家資本主義範瞬におくことによって過渡期経済政策としての一

般性をも利権政策に与えようとしたのである。」（3）筆者は、この結論が現在修正されなければな

らないとは考えない。

　ソヴェート圏家は、1920年11月23日付の人民委員会議布告『利権の経済的・法律的一般条件』（4）

を発布して、利権策導入の意志を表明し、協定のための一般的条件を明示した。そこでは、個別

具体酌利権に関してではなく、利権契約の基本原鋼が大劉6項資で示されている。すなわち、協

定で定められた一定の生産物報酬が与えられ、外国への輸出も認めること（第1項）、技術改良

のために取引上の恩恵を与えること（第2項）、利権の性質と条件によっては、利権所有者に長

期的な利権の期問が与えられること（第3項）、企業に投ぜられた利権所有者の資産を保障する

こと（国有化、没収、徴発の否定）　（第4項）、現地（ロシア共和国内）の労働考、勤務員の雇

用を認める。但し、国内法（労働法典）を遵守すること（第5項）、利権協定の諸条件の一方的

変更は認めない。そのことの保証（第6項）である。⑤

　本稿では、1925年、ソヴェート政府がそれまでに締結した利権契約のなかでも最大規模のひと

つとみなされる、レーナ・ゴール5“フィ～ルズ社との利権協定を具体的に条項に沿って検討する

ことにより、利権政策の特質をより明確にしてみたい。ヴェ・ブゥトコーフスキイによれば、

1925年は、ソヴェート利権政策史のなかで、ある種の転換をもたらした年である。この時期

（1925年）までに、国の内外の状態が、ソ連邦の利権事業の積極化を可能にしたのである。すな

わち、戦後の世界資本主義が安定化し、ソ連邦への外照資本導入がより確かなものとなり、一方、

ソヴェート国内においても、通貨改革によるルーブリの安定化が好都合な形で結果をみたからで

ある。因みに、ブゥトコーフスキイの利権政策史区分によれば、第1期は1917年から1920年11月

23臼付人民委員会議の利権布告まで、第2期は、1920年の同利権布告からネップに入り最初の協

定がなされた1921年末の時期を含めて1925年まで、第3期は、1925年から1928年、第4期は、ソ

連邦が国民経済の戦前（1913年）水準の復興を越えて、ヨーロッパ、アメリカの技術の最新成果

を基礎に、国民経済の再編にとりかかる1928年以降である。（6）

　以下、利権協定の内容をみて行く。

利権の対象
　ソ連邦政府（以下、政府と略称）がレーナ・ゴールドフィールズ社（以下、レーナと略称）に

利権を認めるのは、1）レーナ・ヴィテーム鉱山地区の金、その他鉱物資源の採掘独占権、

2）ウラールの旧スゥィセールチ鉱山地区およびIHレヴダー鉱山地区のすべての鉱物資源の採掘
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ソヴェート国家の利権敬策

独占権、3）アルターイのズメイノゴールスク地方およびズゥィリャーノフスク地方のすぺての

鉱物採掘権、4）クズネーツク炭照の『アリターイ・コリチューギノ炭鉱』の地区の炭鉱開発権、

5）エゴールシソスク無煙炭開発権である（§1）（7）。これ以外のソ連邦領土内での鉱物資源

の調査・試掘にかんする権利は、申請により、1923年の『地下資源にかんする条令』も従って試

掘・調査権が与えられる（§2）。プラチナ、ラジウム、ヘリウム、タソグステソについては、

利権地域内でそれらが発見されても、レーナに採掘権は与えられない（§3）。

　レーナには莉権領域内の地表利用権が与えられる。すなわち、森林資源開発権である。鉱山企

業が必要とするものの外に、販売用としても提供される。また、木タール、樹脂、テレビソ濾、

パルプ、せんい素等の加工の権利も与えられる（§4）。他方、利権領域内自由地の農業B的利

絹の権利もレーナに与えられるし、レーナが必要とする施設、倉庫、工場等の建設用地も提供さ

れる（§5）。アルターイではウバー川の水力利用権と、そのためのダム、運河、水力発電所、

その他必要施設の建設権も与えられる（§6）。

レーナに提供される工場、建物、副次的施設

　政府がレーナに提供するものは、1）利権領域内のすべての工場、施設、鉱坑および建造物、

住宅、事務所、貯蔵所、2）領域外にあるが企業が所有する建築物、施設、3）鉄道（ボダィボー

鉄道支線、引込み線、全車両、ペルミ鉄道支線）、4）レーナJlme行の商船（逓信人斑委員部と

の賃借契約にもとつく）（§8）o

　利権の対象となっていないもの（建設粥地、葉園、耕作地、沼・湖・河損、森林）についても、

レーナが利権事業に必要と認めるものは、協議により提供が許される（§9）。

　レーナ側に供与されるすべての企業、施設、資産は、協定締結日から、3ヵ月以内に遅滞なく

受け取られなければならない（§10）。

利権の期限
　利権協定は締結日から、レーナ・ヴィテーム鉱山地区の企業では3◎年、他の全企業については

50年とする（§13）。

レーナに与えられる諸権利

　協定で定められている目的、条件で、’レーナには、つぎのような細目にわたる諸権利が提供さ

れる。1）利権領域内での鉱石の加工・半製品の加工・商業目的用の製品加工のための工場、作

業場を建設する。2）利権領域内で、企業、勤務員、労働者、地区内住民の必要をみたすための

副次的な企業、作業場を設営する、あるいは賃借する。3）鉄道引込線、鉄道支線の敷設、車両

の入手、道床。車鶏道wa　’橋梁。防波堤・船着場。悶門の建設・設営、通信の改良、4）蒸気・

電気・熱エネルギー入手のため、利権領域内のすべての天然資源の利用。それらXネルギ～の活
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用による諸設備の建設・設営の権利。政府の特別決定をえて領域外での発電所建設。5）生産プ

ログラム遂行を条件に、域内の諸設備の改廃・移築、6）工楊の再編、設備の補充・修理のさい、

古い機械・設備を処理（売却）する自由裁量をレーナに与える（§14）。そして、レーナは、任

意の個人、企業、機関と鉱石、精選鉱、半加工贔の加工・再加工に関する契約・協定を締結しう

る（§15）。ソ連邦および外国に存在する諸会社とも工揚設営、技術援助に関する、また自己の

精選鉱、半加工品の加工・再加工に関する協定を締結しうる（§16）。

　レーナは、協定締結後7年間、同企業が必要とする機械・機具・材料を、ソ連邦内で良質かつ

廉価で調達できないばあいに限り、外国から無関税で輸入する権利をもつ（§17）。

　レーナは、ソ連邦内の自由市場または国営機関で、自由に必要なすべての材料、商品、設備を

入手しうる（§18）。また、ソ連邦の市場で、霞由に自己の生産物を販売する権利をもつ（但し、

§21の諸条件を遊守すること）　（§20）。

　利権企業製品の輸出は、つぎの原則にしたがって実施される。1）金および銀を、レーナは年

生産高の25％を自由かつ無関税で輸出できる。残り75％を政癒は、ロン5“ソ取引所の月平均骸格

（運賃差引き）で入手できる。2）非鉄金属（銅、錫、亜鉛）を、レーナは10◎％慮由に輸出で

きる。そのさい政臆は向う15年間、輸出関税をかけない。政府は、レーナから年生産高の50％ま

で購入する権利をもつ（§21）。

　レーナは、ソ連邦内で自己の製品および必要上調達する商品・材料・食料を自由に運送する権

利をもつ（§22）。航空機をも含む運輸手段にかんしても、レーナは他の国営企業と同じ原則に

より利用しうる　（§23、　§24）。

　レーナは、利権領域の内と外とを問わず、必要とする建物（住宅、事務所、倉庫等）の利用に

かんして、鰯限も強制も受けない（§26、§27）。

　レーナは、現行法規遵守を条件として、活勤のため必要なあらゆる種類の協定・協約を、個人、

会社、団体、企業と、国の内外を間わず交渉し締結する権利をもつ（§28）。

　レーナは、ソ連邦臨内および外国において、利権事業に必要な、金融・信用面での自由な活動

が保障される（§29）。

　レーナは、法的手続きをとることによって、あらゆる種類の発明を登録し、パテソトを入手、

利用、また他社への転売・譲渡の権利も保障される（§30）。

　政贋は、レーナに利権領域内でのあらゆる種類の商業上の権利を与え、そのための倉庫、店舗

の設営・保持を認める（§31）。また、政府はレーナに、厚生・保安施設としてホテル、安息所、

避難所の建設・営業の権利を与える（§32）。

　レーナには、国営の電儒・ラジオ・電話・郵便（園内、国外）を正規の料金によって利用する

権利が与えられる　（§34）。

　政庸は、上記諸企業の保全と全資産の安全・保全の確保のため、また、勤務員、労働者、全職

員の安全を保障するため、一定数の警察と軍隊による保護提供を約束する。また、貴金属の生産・
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運送、貨as　e有価証券の移送の安全確保のためにも相当の保護を行う（§35）。

　レーナに、利権の工業上必要な、地表・地下の爆発性物質の入手・保持・利用の権利が与えら

れる（§36）。

レーナ側の義務

　レーナは、利権取得後、鉱業、冶金業、その徳の事業を、最良かつ一般に認められている科学

的・技術的方法によって遂行しなければならない（§37）。

　レ～ナは、協定締結後、最初の7年闘に利権対象企業への投資、すなわち企業の組織、設備、

経営、鉱脈調査、その他へ、資本額2200万金ルーブリ以上を投入しなければならない（§38）。

義務としての生産プログラム

　1）レーナ・ヴィテーム地区

　レーナは利権初年度より、年400プード以上の金を採掘しなければならない。そのうち、第5

年次から採掘量全体の1／3以上、第7年次からは1／2以上を機械化しなけれぱならない（§39）。

　レーナは、第4年次以前に、17フィート凌藻機1台以上を搬入しなければならない（§4◎）。

　2）ウラールのスゥィセールチ地区、レヴダー地区

　レーナは、第3年次はじめまでにスゥィセールチ地区のグゥメシェーフスク精銅工場の開設、

第3年次、4年次には8万プード以上の銅を生産しなければならない（§41）。

　1929年1月1日までに、レーナは銅採掘揚をつくり、デグチャリソスク地区に新しく、精鋼工

場を建設し、1929年はじめには操業開始し、次のような生産量を義務づける。1929年一1◎万プー

ド以上、1930年一30万プード以上、1931年一72万プード以上、それ以後は毎年、72万プード以上

を生産する（§42）。

　レーナは利権導入後すぐ、レヴダー鋳鉄・製鉄工場における鋳鉄・鉄・鋼鉄の生産を継続する

義務を負う（§45）。

　3）アルターイのズゥィリャノーフスク、ズメイノゴールスク地方

　193◎年1月1欝までに、レーナはアルターイのズゥィリャノーフスク、ズメイノゴールスク地

方で、鉱坑、選鉱工場、冶金工場の設営を終えなければならない。生産騒標は、銅一20万プード、

亜鉛一60万プード、鉛一18万プード、金一20プード、銀一1000プード（§45）。

レーナの支出義務

　1）レーナ・ヴィテーム地区

　レーナは、協定締結臼から6年問、！一・一ナ・ヴィテーム地区で、事業の準備と金産地の機械採

掘の設備組織のため、900万金ルーブリ以上を支繊する義務を負う。最初の3年闘こ500万ルーブ

リ以上支出する。同地区での利構開始から6年間は、試掘、調査活動を組織する義務があり、そ
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のための費用は6年間に150万金ループリとする（§47）。

　2）ウラールのスゥィke・一ルチ地区、レヴダー地区

　レーナは1929年1月1日までに、スゥィke　一ルチ、レヴダー地区で、準備、建設のため、

550万金ループilj以上支出する義務があり、最初の2年間に総額の半分以上を支鐵しなければな

らない（§48）◎

　3）アルターイのズゥィリャノーフスク地方とズメイノゴールスク地方

　レーナは、1930年1月1日までに、ズゥィリャノーフスク、ズメイノゴールスク地方の試掘、

調査のために100万ルーブリ以上支出する。協定締結後、3年間に総額の半分以上を支鐵する。

さらにy一ナは、同隠期までアルターイの同両地方の鉱坑、工場設置のため、500万ルーブリ以

上を支出しなければならない（§49）。

国豪への分担控除

　1）レーナ・ヴィテーム地区

　レーナは、レーナ・ヴィテーム地区および、協定の§1、§2で示された地域の鉱繊で採掘し

た全ての金から、その7％を政府に分担控除として現物で支払わなければならない（§50）。贋

鉄堆積からの採取分については5％の分担控除が課せられる（§51）。

　2）ウラールのスゥィセ～ルナ、レヴダー地区

　銅、金、銀について、レーナは政廣への分担控除として6％、他の非鉄金属についても同率の

分担控除が課せられる（§52）。

　3）アルターイのズゥィリャノーフスク、ズメイノゴールスク地方

　この両地方で採掘された金属から、また他の場所で採掘した鉱石から精錬した金属からも岡じ

く6％が分担控除となる（§54）。

　4）その他の生産物について

　tz　一ナは、銑鉄、鉄、鋼鉄、それらの製晶、石炭、本材、泥炭に対し、4．5％の分担控除の義

務をもつ。これら以外のすべての生産物については5％の分担控除とする（§56）。

　5）分担控除全般にかんすること

　分担控除の微収にあたっては以下の条件が守られる。a）レーナが採掘する金、銀は、その生

産物のその後の用途に関係なく、採掘数量にもとついて分担控除が課せられる。b）銅、亜鉛、

鉛は、ソ連邦内レーナ諸企業の自己の必要のための一部を除き、採掘金属の数量にもとついて分

担控除が決められる。c）レーナのその他すべての生産物は、上記をのぞいて、レーナが販売ま

たは交換譲渡する部分についてのみ分担控除が課せられる（§58）。d）プラチナ、またはプラ

チナ・グループの金属採掘にあたって、レーナは、1923年7月28日付のプラチナ独占にかんする

布告の原員哲にもとついて政廠に渡さなければならない（§59）。e）政府の要請により、レーナ

は分担控除を現物でなく、貨幣で納入しなければならない。そのばあい、支払方法について、政
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府はレーナ側に、当該年度6ヵ月以前に通知しなければならない。外国で販売された生産物に対

して、またソ連邦内で外国通貨で売られたものについては、スターリソグ・ポソド、あるいは米

ドルで、分担控除を支払わねばならない（§60）。

最小限生産プログラムの未遂行、またはプ日グラムの縮小

　レーナは、協定に定められた生産プログラムを遂行しないばあい、分担控除を当該計画で定め

られた生産物め数量を勘案して、未遂行と関係なく敬収される。しかし、つぎの事情が考慮さ

れる。

　1）レーナは政府に対し10年毎に最小限生産プログラムの再検討を要請できる。試掘、資源、

埋蔵量の減少、新資源の存在等にかんする資料をもとに、プraグラムの縮小あるいは変更を考慮

して、レーナ・ヴィテーム地区にかんしては5年毎にこの権利を行使しうる。他方、政府側は、

協定で定められている生産プmグラムを遂行するために利権の全期間を通してレーナが必要とす

る鉱石をかなり越える鉱石の予備が、利権領域内で確保されるばあいに、10年毎に、レーナに対

し、協定が保障している生産の増大を要請する権利をもつ。そのばあい、もし、レーナが生産増

大にかんする政府の要講（仲裁裁判所の決定にもとつく）を拒否すれば、当該余劇鉱石生産地の

即時政府への返還が義務づけられる。生産地の衰弱化の度合にかんする問題、また緬たに採掘さ

れる資源にかんする問題は仲裁裁判所の決定に従わなければならない。

　2）協定で認められている非鉄金属の顧格について調整が必要なばあいには、仲裁裁判所を介

して問題を解決する（§62）。

土地利用にかんする支払い

　上述の分握控除にかかわりなく、レーナは政麿に対し、以下の支払いをする。

　1）アルターイのズゥィリiV・一ノフスク、ズメイノゴールスク地方

　a）　レーナに提供される用地1デシャチーナ当り年1ルーブリ25コペーイカ、b）農業薦地、

1デシャチーナ当り、年5◎ロペーイカ、c）倉庫、埠頭、住宅、その他建物の用地、1デシャチー

ナ当り年100ルーブジ。

　2）レーナ・ヴィテーム地区

　a）　レーナ占有地、1デシャチーナ当り年2ルーブリ50コペーイカ、b）農業用地、1デシャ

チーナ当り年50コペーイカ、c）倉庫、船付場、1デシャチーナ当り年100ルーブリ。

　3）スゥィセールチ、レヴダー地区

　レーナの占有地、1デシャチーナ当り年50コペーイカ（§63）。

森林利用にかんする納付

　販売される木材に対する分麺控除とは別に、レーナは政府に対し、利権領域内の切株当り納付
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金を支払う。額は、国営の鉱山企業に準じて微収される。

レーナのその他の義務

　1）レーナは、利権企業の資産を火災から守る義務を負う。保険は、tr・一ナと国家保険中央管

理局との協定にもとついてなされる（§65）。

　2）公開の席での企業にかんする報告義務（株式会社にかんするソ連邦諸規顯こ準ずる）

（§66）。

　3）レーナは、例外なくすべての試掘調査にかんする計画と結果を、ソ連邦地質委員会代表部

および政府鉱山監督機関に対して秘密にしてはいけない。両機関には、関係資料の閲覧と照会が

許される。但し、政府は、そこで得た情報を、レーナの同意なしに公表したり、第三者に報知し

たりしてはいけない（§67）。

　4）政府および政府機関（中央、地方）は、レーナの同意なしに、レーナ諸企業の財政上、商

業上の義務を検査、統制、追跡、監査する権利をもたない（§68）。

　5）レーナは、納税義務を、他の國営諸企業と共通の原則にもとづき課せられる（国税、地方

税、手数料、消費税）。但し、以下の例外項目がある。a）　レーナの鉱山地区の金工業企業は、

全利権期間を通して、公証料、事務費、裁判関係費をのぞく、税、手数料の支払いは免除される。

その代り、レーナは、毎年、地方の税・料金として、当該年度分の金1ゾロトニーク⑧につき、

17コペーイカを支払う。b）　ウラール地区、アルターイ地区の鉱山企業にかんして、レーナは、

最初の5年間は完全免除（公証料、事務費、裁判関係費を除いて）、次の15年間は、岡種の国営

企業と同じ税金が課せられる。但し、その税額は当該分担控除の33・1／3％をこえないとする

（§69）。

雇用労働利用の条件

　レーナは、利権事業を行うに必要な数の労働者、勤務員を薩用することができる。雇用にさい

しては、同種國営企業におけると同様の諸法規の適用と遜守が義務づけられる。レーナ企業で勤

務する外国市民の財産は、没収、微発、強鰯収容されることはない（§70、§71）。

　レーナは、勤労者の保護と社会保険にかんする政府の全法規・決定に従わなければならない。

レーナは、ソ連邦の保険機関を通して、自己の勤務員、労働者の保険を確立し、保険料は、岡種

国営企業のために定められている保険料をこえてはならない。利権企業の勤務員、労働老に報す

る医療は、該当する国営機関との特劉協定によって組織される（§73）。　レーナは、つぎの範囲

で外国の市民を自己の企業に採用できる。

　1）未熟練労働巻一未熟練労働者全体の15％以内（但し、現地において岡種労働者が不足のと

きは、当該労働部局の証明があれば、15％以上の採用も可）。

　2）熟練労働老一竣藻機、選鉱工場、熔鉱炉、作業所、その他を新設するため必要な人数を、
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設置後5年間。但し、熟練労働者数の50％以上はソ連邦労働者でなければならない。外国人労働

者は、時とともに、熟練労働者中の比率を減少させねばならない。

　3）技術考一外国から技術者は50％未満。但し、企業の建設および操業開始期には、協定締結

後7年以内は、技術者総数の90％まで採用可（§74）。

相　互　保　障

　政府は、協定の有効期間中はいかなる変更も行わない。協定の条項の変更はいずれも、双方の

自由な縄意によってのみ可能である（§76）。

　利権企業の資産は、どのようなものであれ、国有化、没収、差押え等は認められない。また、

国家・地方機関、団体、個人のために強鰯収用されることはない。ただ、民事裁判所または、協

定に定められている仲裁裁判所の決定にもとつく、負債と義務のための後収は尉である。鍛馬の

さいのレーナがもつ運送手段および馬の収用は、郡時適正な報奨金支払いをもって、また、レー

ナ同種国営企業よりも悪い状態におかれないとの条件で、容認される（§77）。

　レーナが協定の条項にしたがって組織したすべての副次的企業と組織（倉庫、店舗、ホテル、

その他）は、利権の講成部分とみなし、それらには、すべての条件、特典、権利、義務が適驚さ

れる（§78）。

　政府は、利権協定不履行によってもたらされる一切の損失にたいし、レーナからそれを撒叡す

る権利をもつ。同蒋に政府は、レーナに対し、中央・地方の権力機関がひきおこした利権協定違

反による損害を保障する義務を負う（§80）。

　双方は、互いに承認したすべての支払いを、協定でとくに定めた特例をのぞき、スターリソグ・

ポソド、あるいは米ドルで計算・支払うことに同意する（§81）。

　双方は、一方が然るべき支払いを義務期間内に不履行（完全または部分的に）したばあい、未

払い金から1ヵ月1％の利子を支払わなけれぱならない。いずれかが支払うべき金額・料金を6ヵ

月以上にわたり未納したばあい、本件は、仲裁裁判所の裁定に移される（§82）。

　不可抗力（フォルス・マジョール）の結果、双方のうち一方が、何らかの義務を果たせないば

あい、負うべき義務が免除されるか、あるいは、不可抗力の作粥する期間、義務履行を延期する

権利をもつ。もし、双方が不可抗力に関連する問題で、同意がえられないばあい、その解決は、

仲裁裁判所の裁定による（§83）。

買　戻　し

　政府は、協定調印のHから35年経過後、

業を買戻す権利を留保する。

　この条項にもとつく買戻しにさいして、

切負債のない状態で引渡される。

3年前に予告することにより、期限葡にレーナの全企

レーナは、レーナの全資産を政府に引渡す。企業は一
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　買戻しの声明を出したのち、政府は、買戻しを拒否することはできない。レーナに支払われる

買戻し額は、利権終了までの残余の年数掛ける平均年駁入によって算定する。平均年収入は、最

初の5年間を除く、利権全期間の利権企業の平均年純収入によって決まる。

　企業の引渡しは、政府が声明した買戻しHまでに完了しなければならない。レーナは、致府に

企業を完全に整理された形で、かつそのままの形で引渡さなければならない（§84）。

　利権の期限満了後、レーナの企業は、すぺての設備、備品、現有材料、予備、製品とともに、

政肩へ無償で引渡される。しかも、生産が何らの支障なく続けられ、生産能力（過｛却0年問の年

平均を下廻らない）を保持するという形で引渡される。

　利権期限満了後移管される企業は、企業に関係する第三者の負債、その他の請求から自由で

ある。

　政府は、レーナに対し、建設、修理の未減緬償却分を補贋しなけれぱならない。同様に、利権

期限前5ヶ年間利権企業でレーナが行った調査活動、準備活動の価値も補填しなければならない

（§85）。

　利権は、仲裁裁判所の決定によってのみ、期限前に中止しうる。

　政府は、仲裁裁判所が以下のことを認定するばあいに、利権の期限前停止の権利をもつ。

　1）レーナが、支払うべき分担控除の支払いを自己の資任で延期し、このことに関する政府か

らの文書による督促（2ヵ月問に2回の）を受けた後、4ヵ月以内に完納しなかった。

　2）レーナが、自己の責任で、慮己に課せられた義務（§38，§40，§47，§48，§49）の支

払いを行わず、約束の期限後、政贋から発送された（2ヵ月間に2回の）督促状受領後、1ヵ月

間、義務を放置した。

　3）レーナが、自己の貴任で、生産プログラム（§39～§46）を遂行せず、このことに関して、

翌年度最初の3ヵ月のあいだに2回の抗議文書（2ヵ月間隔で）を受け、なお、次年度中に同企

業に課せられたプログラムを遂行しなかった。

　4）レーナが、自己の責任で、6年間に2度、年次生産プログラム（§39～§46）を遂行せず、

これに関して、2度Nの未遂行後最初の3ヵ月間セC、政府からの抗議通知を受領しながら、2度

目の未遂行分を次年度中に埋め合わさなかった。

　レーナが、支払不能の債務者であると認定されるばあい、仲裁裁判所は、その状況が利権停止

に至るものかどうかの問題に対して裁定をくだす（§86）。

仲裁裁判所
　協定およびその付鋼すべての解釈、あるいは履行にかんする、また双方のうちいずれか一方の

申しtfi　elかんする係争・悶着はすべて仲裁裁判所によって検討・解決される。

　仲裁裁判所は3人の構成員から成りたつ。すなわち、1人は政府選出の者、今1人はレーナ側

の者、残る1人の仲裁裁判長は、双方の岡意をえた第三者である。
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　もし、同意がえられないばあい、政府は2週間の期限で、フライブルグ鉱由アカデミー、ある

いはストックホルム王立高等技術学院の教授6名を候補者に指名し、レー一ナは2週間のうちに、

裁判長となる1二名を選ばなければならない。もし、レーナが、不可抗力的障害がないにも拘らず、

裁判長を、2週間以内に選ばないばあい、政府は、上記学術機関のうちのひとつの評議会に、政

膨が選んだ6名の候補者から1名を選出するよう依頼できる。

　もし、政臆が、不鳶抗力的障害が無いにも拘らず、上記2週間の期限内に裁判長候補者6名の

選出を拒むばあい、レーナは、上記学術機関のひとつの評議会に、6名の候補者指名を依頼する

権利を有し、そののち、これら候補者から裁判長を選出する。

　第1國鷺の会議の日時と場所を指示にしている通知書を仲裁裁判長から受けとったのち、一方

が不可抗力的障害がないにも拘らず、霞己の側の仲裁員を派遣しないか、仲裁裁判への参加を振

否するばあい、他方の翻からの要請にもとづき、係争問題は、裁覇長および他方の側の仲裁員に

よって裁定がくだされる。

　仲裁裁判所は常任の書記を抵名する。その者は、裁判の全会議の議事録をとる。裁判長および

書記への報酬と裁判の費用は折半して双方が負担する。自己の伸裁員への報酬は各霞負担する。

　解決を求める問題は、文書の形で裁判長へ提出される。

　裁判所の決定はすべて文書にされ、各決定の写しが即蒔双方に渡されなければならない。裁判

所の決定は、双方にとって最終的かつ義務的であり遅滞なく覆行される（§90）。

そ　の　他

　双方の公的住所についてQ政蔚側一モスクワ、ソ連邦最高国民経済会議。レーナ側一モスクワ

市、ゲールツェソ通り、5（ト1（§91）。

　協定の発効期日は、レーナへ、1925年4月30罵に双方が署名した予備協定の政府による銚准の

通知書が渡された日とする。すなわち、1925年8月18日である（§94）。

　協定の保管にかんしては、協定正文は、ソヴェート教会主義共禰国連邦人民委員会議総務部に

保管し、ソ連邦人民委員会議書記局によって認証された写しがレーナ側に渡される（§95）。

　以上が、ソ連邦政府とレ～ナ・tf・一一ルドフィールズ社の利権協定の概要である。

　この利権協定の諸特徴を、以下、留頭にあげた『利権の経済的・法律的一般条件』に照らして

検討してみる。

　協定の第1の特撒は、この利権事業が鉱山業を中心としている点である。すなわち、利権の対

象は、レーナ・ヴィテーム鉱山地区、ウラールのスゥィセールチ、レヴダー鉱虜地区、アルターイ

のズメイノゴールス久ズゥィリk一ノフスク地方を璽点とした、金、銀、その他の鉱物資源の

開発・採掘事業である。

　因みに、1922年から1927年に締結された利権協定を国民経済部門別にみると、次表のごとくで
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一 一 一 一 一
＿＊

九 九 九 九 九 九
合 計

経済部　門 二 二 二 二 二 二
二
年
三
年
四

年
五
年
六
年
七
年
数
利権提案件数に
占める纏結件数の

比率％

1．貿　　　　易 5 13 10 4 2
一
34 6．4

2．林　　　　業 1 4 1
一 一

1 7 6．2

3．農　　　　業 3 6
一
2
一 一

11 5．4

4．狩猟・漁労 一
3
一 一

1
一
4 7．7

5．鉱　出　業 5 3 5 9 4 3 26 10．0

6．加工工業 一
7 6 6 13 4 36 5．1

7．運輸・通信 4 5 2 1
一 一

12 8．1

8．建　　　　設 一 一 一
2 1

一
3 23．◎

9。技術援助 一
2 1 6 5 10 24 63．◎

10．そ　の　他 　
2
一

1 2 1 6 3．5

計 15 45 25 31 28 19 163 7．5

（＊1927年は1月～11月まで）

出所：Bfi．　ByTKoBαく磁，　XHocrrpallHble　Ko照ecc照BHapoAH◎M　xo3AikerBe

　　　CCCP，　erp．43

ある。この表から明らかなように、鉱山利権は件数において、加工工業、貿易部門についで3番

目、提案件数に対する締結件数比では、技術援助、建設部門についで、隅じく3位を占めている。

とくに本協定が締結された1925年は、鉱山業利権協定が最も多く実現した年である。

　第2の特鐡は、これら鉱霞事業の開発・発展のために、外国の資本（資金）と最新の技徳を導

入し、それにより国民経済の復興・発展を企図した点である。これは、利権事業に共通した課題

であった。レーナ側に課せられた義務条項雷頭部分（§37、§38）で、鉱業、冶金、その他の事

業を最良の科学技術を駕いて実行し、そのための投資として、協定締結後7年間に220◎万金ルー

プiL］と定めている点からも明らかである。また個別地区毎に生産プmグラムを明示し、その遂行

をレーナ側に義務づけており（§38～§45）、支出に関しても、レーナの各利権地区毎に詳しく定

め、tr・一ナの義務事項としている（§47、§48）。

　第3の特徴は、当該利権事業が、鉱山業の開発・発展の面においてだけでなく、国民経済全体

に、財政面でも組みこまれていることである。協定のなかでレーナに義務づけられている、ソヴェー

ト国家への分担控除がそれを示している（§5◎～§60）。すなわち各利権地区細こ、生産高のう

ちの一定額を国家へ義務納入することにより、他の国営企業と同様、国家財政の歳入部分を溝成
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する。’同eeに、利権企業の労働者・勤務員に対する社会保障（医療、保険、厚生等）に関しては、

ソ連邦諸法規により、その保障が確保されている。ここでは、社会的消費フォンドの配分を受取

ることになる。レーナは利権事業としての一定の特典を与えられてはいるが、基本的には、他の

国営企業と同様、各種の税負担も負っている。

　第4の特徽は、当該利権契約に一定の期限を設け、期限満了後、企業全体が国家へ無償で引渡

されること、また、条件つきではあるが期限前に、国家による買戻しの権利を政府側に与えてい

る点である（§84、§85、§86）。これは、利権事業で開発・発展した産業部門を、自国（ソ連

邦）の周種産業部門の開発・発展の基礎にせんとの志向の裏撫である。利権事業は、あくまでも

ソヴェート国家の統鰯下におかれての経済活動であり、その限りにおいて国家資本主義範瞬に入

るものである。

　第5の特徽は、利権事業が国家資本主義の制約をもちながら、利権企業には、一定の民主主義

的保障が与えられている。レーナの企業資産は、どのようなものであれ、国有化、没収、差押え

等をうけることはないし、何人によって（国家・地方機関、団体、個人によって）も強制叡用さ

れることはない。外国との取引きを含む商業活動の自窃も保障されている。ソ連邦の外国貿易が

国家独占のなかで、これは特徴的である。また、仲裁裁判翻度を設けて、係争問題の解決と諸権

利の確保が保障されている。協定、条項の一方的破棄・変更も当然認めていない。

　第6の特撒は、広い意味では産業の開発・発展と関係するが、利権事業をすすめる過程で、国

内の人的資源の強化を重視している点である。労働者雇屠に関する条項（§70～§74）では、末

熟練、熱練労働者に占めるソ連邦労働者の比率を確保し、その増大を計らんとする志向がうかが

える。後進的国家の社会主義建設の施策の一端をあらわしている。

　さいごに、利権事業にとっての、いくつかの特典、利便がレーナ側に供与されている。利権企

業活動が必要とする、用地、施設、運輸、交通手段、厚生施設、その他の提供等は、利権事業提

案のソ連邦政厨にとってのセールス・ポイソトといえよう。

　以上みてきたとおり、ソヴェート政府とレーナの鉱由利権協定は、ff’利権の経済的・法律tw－一

般条件』にみられる利権諸原劉の具体的発現であった。

　レーナの利権事業そのものの推移については、別途論じられなければならない。
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